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■省エネ、環境機器システム

OKIが社員別にパソコン画面に「省エネ成績」を表示するシステムを開発。
　　画面に使用電力量やCO2排出量、電力料金などの表示。数値データだけでなく、四葉のクローバのアイコンの葉が成長して色づ
いたり欠けたりして省エネ度合いがひと目でわかる。実績を得点化し、個人や部署ごとのランキングも可能。また、稼動履歴から離籍
パターンを学習し、昼休みや定例会議の際に自動で電源が切れる「離籍時間予測機能」も搭載。パソコン1000台以上の規模で１台あ
たり千円を目安。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「日経産業新聞」
　（コメント：個人のエネルギー使用状況を知らせるのは省エネに対する意識につながる。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

トヨタなど3社が日射を自動的に制御するブラインドシャッタを開発。
　　日射制御エアリーガードは，カレンダ，居住地地域，ブラインドの設置方向（東西南北・16方位），時間などの情報を入力すること
で太陽の位置を計算し，マイコン制御によりブラインドの角度を自動で切り替える。太陽の位置に加え室温を感知しブラインドの角度
を調整する。夏季は，日没後自動的に防犯＋通風モードになり，上部3枚のブラインドを開き，防犯効果を得ながら外部の空気を取り
入れるモードとなる。加えて，タイマーによる自動開閉も可能で，不在時などでも閉め忘れを防げる。 質量は20kg(本体のみ）。価格
は26万2800円から。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「日経ものづくり 」　　　　　　　　　　　　　　　　　
（コメント：あまり何でも自動化すると人間の環境に対する意識が弱まる恐れがある。） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

矢崎総業が太陽熱・バオマス併用CO2ゼロポイラーを開発。
　　屋根に設置した太陽熱集熱器で太陽熱を集め、貯湯槽で水と熱交換して湯を沸かす。曇りや雨で太陽熱が十分に得られないと、
湯の温度センサーが感知し、廃木材木質ペレット使用のバイオマスボイラーが自動的に稼動し、湯を沸かす。太陽熱とバイオマスの熱
量はほぼ半々の見通し。価格は灯油ボイラーの1.5～2倍の見込み。木質ペレットは１kg約30円。灯油価格が1ﾘｯﾄﾙ60円以上なら15
年程度で初期投資の割高分を回収できる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「日経産業新聞」　
（コメント：このような商品は積極的に補助金を出すべき。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　東ガスが三浦工業と工場向け省エネ支援を展開。
　省エネ診断のノウハウが豊富なエネルギーアドバンス（ＥＮＡＣ）と廃熱回収ボイラーで高いシェアを持つ三浦工業が組み、顧客ごと
に蒸気エネルギーを有効利用する改善案を提案。システム改善で15％、重油から天然ガスへの転換も含めると40％のＣＯ2排出量削
減効果が見込める。最長で12年間、省エネ効果を保証。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「日経産業新聞」
（コメント：省エネと併せてCO2削減策も今後重要な要素。）

セブン－イレブン・ジャパン「環境配慮型店舗」　自然光活用　使用電気量カット。
　　最新鋭の環境配慮型店舗をオープン。レジ部分から通路に沿って天井に太陽光の取り入れ口を設置。基本的に昼間は照明を消
して使用電気量を削減。さらに、採光の際に熱が店内に伝わらないよう断熱効果の高い特殊なガラスを採用。屋根には太陽光パネ
ルを設置し、発電した電力は、店内や弁当の照明用に使用。店内や冷凍冷蔵庫など設備のすべての照明は、蛍光灯に比べて消費
電力を抑制できるLEDを採用。 冷凍冷蔵庫の室外機から出る排熱を利用した給湯設備導入。冷凍冷蔵庫のドアを特殊ガラスにする
ことで霜取りヒーターを撤去。これらの省エネにより、新店舗の消費電力量は、約3割削減できる見通し。既設店舗も85本使用してい
た蛍光灯を順次54本まで減らす。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ビジネスアイ」
（コメント：コンビニの照明は明るすぎる。ガラス面の断熱は効果が大きそう。）

山武が遠隔から建物の空調設備の省エネ／省CO2を実現する遠隔制御サービスを来春販売。
　　サーバと顧客建物に導入されたビルディングオートメーションシステムをネットワークで接続し、遠隔から空調設備の省エネ／

省CO2を実施。アプリケーションメニューとしては、事業者が設定した目標値に合わせてCO2排出量を抑える「CO2抑制制御（仮
称）」、熱源設備の最適な運転を行う「VWT制御（仮称）」等がある。建物単体または事業者単位（複数建物）でのCO2　排出上限
値抑制に活用可能。最大約15％（年間）のCO2排出量削減見込み。予定販売価格は50万円（年間）から。　「ニュースリリース」
（コメント：CO2のデマンド制御は今後普及しそう。）

■省エネ、環境政策動向
米国が家電製品に省エネ基準を策定。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
　　白熱電球・商業用ボイラー・空調設備・自動販売機などを対象として全5基準がまとめられた。省エネ基準は2012年に発効し、米国
全土のオフィス・学校・商業施設・工場などで適用される方針。この省エネ基準により、全体でCO2排出量を11億トン分の削減につな
がる見込み。米国では約230万台の飲料自販機が稼働中。省エネ基準によりCO2排出量は2012年から2042年の30年間で960万ト
ン削減できると推測。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｅｃｏｏｌ」
（コメント：省エネ基準を決めるだけではなく、適用業種を規定すると効果も現れる。）




